
 

 

公益財団法人名古屋産業科学研究所における 

競争的研究費等の適正な取扱いに関する規程 

       

（目 的） 

第１条 この規程は、公益財団法人名古屋産業科学研究所（以下「この法人」という。）におけ

る研究職員（非常勤を含む。以下同じ。）の競争的研究費を中心とした公募型の研究費（以下

「競争的研究費等」という。）の適正な取扱いに関して必要な事項を定めることを目的とす

る。 

 

（定 義） 

第２条 この規程において競争的研究費等とは、国、独立行政法人、地方公共団体等から配分

される競争的研究費を中心とした公募型研究費をいう。 

２ 前項に掲げる競争的研究費等以外の公的研究費等の交付を受けようとする場合において

も、この規程を準用する。 

３ この規程において「研究代表者等」とは、この法人の研究職員で、第１項及び前項に掲げ

る競争的研究費等を１人で実施する者、研究組織又は研究拠点の代表者及び他の研究機関の

研究代表者から競争的研究費の配分を受けた研究分担者をいう。 

４ この規程において「経理規程等」とは、この法人が定める会計規程及び旅費規程をいう。 

 

（法令等の遵守） 

第３条   研究代表者等は、交付決定を受けた競争的研究費等に係る研究の実施に当たっては、

「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）」及びこれ

に基づく法令並びに交付決定通知書に記載された条件等を遵守しなければならない。 

 

（最高管理責任者） 

第４条 この法人の競争的研究費等の運営・管理について最終責任を負う最高管理責任者は、

常務理事とする。  

２ 最高管理責任者は、統括管理責任者及びコンプライアンス推進責任者が責任を持って競争

的研究費等の運営・管理が行えるよう、監督を行うものとする。 

３ 最高管理責任者は、次条及び第６条に定める統括管理責任者並びにコンプライアンス推進

責任者が責任を持って競争的研究費等の運営・管理が行えるよう、適切なリーダーシップを

発揮しなければならない。 

４ この法人が定める行動規範をこの法人内へ周知しなければならない。 

５ 最高管理責任者は、競争的研究費等の運営・管理に関し不正防止対策の基本方針を策定す

る。 
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（統括管理責任者） 

第５条 この法人に、最高管理責任者を補佐し、競争的研究費等に関する運営･管理を統括する

実質的な責任と権限を持つ統括管理責任者を置き、事務局長とする。 

２ 統括管理責任者は、基本方針に基づき不正防止計画を策定し実施するなど、競争的研究費

等の管理を適正に行うための必要な措置を行う。 

 

（コンプライアンス推進責任者） 

第６条 この法人に競争的研究費等に関する事務の実質的な責任と権限を持つコンプライアン

ス推進責任者を置き、各部門責任者とし、最高管理責任者が指名する者をもって充てる。 

２ コンプライアンス推進責任者は、統括管理責任者を補佐し、競争的研究費等の運営・管理

についてそれぞれの部門における実質的な責任と権限を有するものとする。 

３ コンプライアンス推進責任者は、不正防止の具体策（コンプライアンス教育、モニタリン

グ等）を策定し実施するなど、競争的研究費等に関する事務を適正に行うための必要な措置

を行う。 

 

（競争的研究費等運営・管理委員会） 

第７条 競争的研究費等の適正な運営及び管理について審議するために、この法人に競争的研

究費等運営・管理委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

 

（不正防止計画） 

第８条 最高管理責任者は、競争的研究費等の不正要因等に係る調査及び処理に関する業務を

適切かつ円滑に実施するために、委員会の議を経て不正防止計画を策定するものとする。 

２ 不正防止計画の推進を担当する部署は、事務局とし、次に掲げる業務を行う。変更なし 

一 競争的研究費等の適正な運営及び管理を行うための環境整備に関すること。 

二 不正行為の調査及び処理に関すること。 

三 行動規範の策定に関すること。 

四 その他不正防止計画の推進に必要な事項に関すること。 

 

（情報の共有） 

第９条 統括管理責任者は、第４条及び第６条に規定する各責任者と密接な連携を保ちつつ情

報の共有に努めなければならない。 

 

（相談窓口） 

第１０条 この法人の競争的研究費等の事務処理に関する統一的な運用の相談窓口は、事務局

とする。 

 

（通報窓口） 

第１１条 この法人の競争的研究費等の不正行為に関する通報窓口は事務局とする。 

２ 通報に関する運用については、別に定める。 



（対応措置） 

第１２条 最高管理責任者は、不正の事実があると認めたときはその者に対して、この法人の

諸規程に基づいて処分を行うものとする。 

２ 最高管理責任者は、調査の結果、その者に対して不正の事実が無いと認めたときは、不利

益発生要因防止策及び名誉回復の措置を講ずるものとする。 

３ 調査の結果、通報者による研究妨害その他の作為的な行為が明らかとなった場合は、最高

管理責任者は、当該通報者に対し、関係法令等に基づき必要な措置を講ずるものとする。 

 

（競争的研究費等の経理事務の委任） 

第１３条 研究代表者等は、競争的研究費等の交付内定（継続分を含む。）をうけたときは、そ

の経理に関する事務を、事務局長に委任したものとみなす。 

２ 前項の経理事務の委任があったときは、事務局長は該当部門にその旨通知し、次条に定め

る事務を処理させるものとする。 

 

（経理事務の準拠） 

第１４条 競争的研究費等に係る契約事務、旅費事務、給与事務等に関する取扱いは、当該競

争的研究費等を管轄する機関の定める取扱い規程等及びこの法人の会計規程等並びに別に定

める基準に基づくものとする。 

 

（応募の手続き） 

第１５条 競争的研究費へ応募するときの研究所内部の手続きその他については、別に定め

る。 

（定めのない事項の取扱い） 

第１６条 この規程に定めのない事項については、理事会及び委員会等の意見を聞いて常務理

事が決定する。 

 

附則 この規程は平成１９年６月２１日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

附則 この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

附則 この規程は、令和７年１０月１日から施行する。（一部改訂） 


